
特許法第 73 条第 2 項は、「特許権が共有に係るときは、各共有者は、契約で別段の定を
した場合を除き、他の共有者の同意を得ないでその特許発明の実施をすることができる。」
と規定しています。従って、契約できちんと決めていない場合は、共有者は基本的に競争
関係にあるライバル同士となるということになります。

ところで、同条第 3 項では、「特許権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同
意を得なければ、その特許権について専用実施権を設定し、又は他人に通常実施権を許
諾することができない。」と定めています。そうすると、本件のような場合、大企業の方で
は自ら生産せず、下請に製造させているので、共有者の同意なく他人に実施させていると
いうことで、第３項に違反するのではないかということが問題となります。
この点に関して、仙台高裁秋田支部の判例は、「有体物の使用、収益が有限であるのに反し、
無体財産の使用（実施）は観念的には無限であるが故に、無体財産権である実用新案権
の共有者の一人は、他の共有者の実施の態様、持分の如何に拘わりなく、これを実施して
収益をあげることができるのであって、自ら実施しないで他人に実施させることも、共有者
の計算においてその支配・管理の下に行なわれるものである限りにおいては、共有者によ
る実施というべきである」として、侵害にあたるとした秋田地裁の判決を覆して、侵害の
成立を否定し、最高裁もこれを支持しました。

事案毎に違いはあるでしょうが、特許権を共有することとなる場合は事前に契約を結んで
おかなければ、大変な目にあう危険性があるので注意が必要です。
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特許に関する講演やセミナーなど、知的
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大きな企業と一緒に技術開発を行い、特許を共同で出願した。その際に、特段の契約は結んでいなかったが、相手方である大企業
は、特許製品の製造ラインを持っていなかったので、当方の製品を大企業へOEM供給できると期待していた。しかし、大企業の方
では、下請会社で安価大量に製品を製造させ、当方の製品は市場でも全く売れなくなってしまった。

講師用テキスト

共 同 出 願 の メ リ ッ ト と リ ス ク の 理 解

54
大手企業と共同して、特殊な商品を開発し、特
許も共同で出願した。製造販売して数ヶ月、製
造ラインを持たない大手企業が、下請けに安く
作らせ販売してしまったことをきっかけに…

この動画のおさらい

共同出願特許の
権利範囲の落とし穴



→Win-winの関係を保ちつつ、双方が所定の権利を有することが可能。
→権利化費用が分担できる場合がある。
→共同で開発を行った場合や開発委託を行った場合の成果の取り扱いが、
　どちらか一方に偏ることを防止できる。
→アライアンスの強化

→自社が独占実施したい場合であっても、共同出願先の実施や、当該共同出願先が自己の実施として
　下請けに製造させた場合、実質的に独占実施できなくなる。
→権利化の過程において、自由な権利化ができず、様々な制限が課せられる場合がある。
→契約を交わしていない場合に、相手の実施を制限することができない。

→改良発明の帰属と、その取り扱い
→第三者へのライセンス許諾の制限
→権利化費用の分担
→第三者から特許許諾（実施）料を受け取った際の配分に関する取り決め
→関連発明が生まれた際の相手方への報告義務や、協議義務
→実施要件（自由に実施もしくは実施の制限等）
→第三者との同様技術の共同開発や共同出願

スタディーケースについて
以下の設問について考察しましょう。

M E M O

考察
1.共同出願をするメリットはどのようなものがあるでしょうか

2. 共同出願をするリスクにはどのようなものがあるでしょうか

3.共同出願（共同研究）においてあらかじめ取り決めておくべき事項としては（ほかに）どのようなものが考えられるでしょうか



共 同 出 願 の メ リ ッ ト と リ ス ク の 理 解

大きな企業と一緒に技術開発を行い、特許を共同で出願した。その際に、特段の契約は結んでいなかったが、相手方である大企業
は、特許製品の製造ラインを持っていなかったので、当方の製品を大企業へOEM供給できると期待していた。しかし、大企業の方
では、下請会社で安価大量に製品を製造させ、当方の製品は市場でも全く売れなくなってしまった。

この動画のおさらい

受 講者用テキスト54
大手企業と共同して、特殊な商品を開発し、特
許も共同で出願した。製造販売して数ヶ月、製
造ラインを持たない大手企業が、下請けに安く
作らせ販売してしまったことをきっかけに…

共同出願特許の
権利範囲の落とし穴
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考察 スタディーケースについて
以下の設問について考察してください。

M E M O

→Win-winの関係を保ちつつ、双方が所定の権利を有することが可能。

→契約を交わしていない場合に、相手の実施を制限することができない。

→実施要件（自由に実施もしくは実施の制限等）

1.共同出願をするメリットはどのようなものがあるでしょうか

2.共同出願をするリスクにはどのようなものがあるでしょうか

3.共同出願（共同研究）においてあらかじめ取り決めておくべき事項としては（ほかに）どのようなも


